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平成19年９月26日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○参考人意見聴取

○協議事項

１．県外調査について

２．県内調査について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（14人）

委 員 長 外 山 衛

副 委 員 長 武 井 俊 輔

委 員 外 山 三 博

委 員 福 田 作 弥

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 星 原 透

委 員 十 屋 幸 平

委 員 河 野 安 幸

委 員 山 下 博 三

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 長 友 安 弘

委 員 権 藤 梅 義

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 川 添 博

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のために出席した者

財団法人みやぎん経済研究所

常務理事 田 阪 譲 二

事務局職員出席者

政策調査課 主 事 近 田 暁 洋

議 事 課 主 査 山 中 康 二

○外山 衛委員長 ただいまから産業活性化・

雇用対策特別委員会を開会いたします。

まず、前回の委員会でもって資料要求のあり

ました「離職に関する調査」につきまして、教

育委員会から資料の提出がありましたので、お

手元に配付してあります。後ほどごらんいただ

き、御確認をお願いいたします。

きょうの日程でございますが、お手元に配付

の日程案をごらんください。まず、財団法人み

やぎん経済研究所田阪譲二常務理事にお越しい

ただきまして、本県の経済及び景気動向等につ

いて御説明をいただきまして、その後に、10月

に予定しております県外調査及び台風４号の影

響により中止となりました県南調査の計画等に

ついて御協議をいただきたいと思いますが、こ

のように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛委員長 それでは、そのように決定

をいたします。

では、早速ですが、田阪常務理事の入室のた

め、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○外山 衛委員長 委員会を再開いたします。

財団法人みやぎん経済研究所の田阪譲二常務

理事にお越しいただきました。

まず、一言ごあいさつ申し上げます。私は、

宮崎県議会産業活性化・雇用対策特別委員会の

委員長を務めております日南市・南那珂郡選出

の外山衛でございます。当委員会は、本県の産

業活性化及び雇用対策に関する調査を行うこと
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を目的として設置をされた委員会でありまし

て、企業誘致や産業振興、雇用対策など幅広い

観点からさまざまな調査活動を行っているとこ

ろであります。今回は、本県の経済・景気の動

向等につきまして御説明をいただきまして、後

ほど委員の協議に入りたいと思います。本日は

大変お忙しい中、御協力いただきまして心より

感謝申し上げます。簡単ではございますけれど

も、ごあいさつといたします。

次に、委員を紹介いたします。隣が宮崎市選

出の武井俊輔副委員長でございます。続きまし

て、向かって左側から、宮崎市選出の外山三博

委員です。都城市選出の徳重忠夫委員です。都

城市選出の星原透委員です。日向市選出の十屋

幸平委員です。宮崎郡選出の河野安幸委員で

す。都城市選出の山下博三委員です。続きまし

て、向かって右側から、宮崎市選出の福田作弥

委員です。宮崎市選出の鳥飼謙二委員です。宮

崎市選出の長友安弘委員です。宮崎市選出の権

藤梅義委員です。宮崎市選出の前屋敷恵美委員

です。宮崎市選出の川添博委員です。

早速ですが、田阪常務理事にごあいさつに引

き続き御説明をお願いいたします。

○田阪常務理事 皆さん、おはようございま

す。きょうは、このような場にお呼びいただき

ましてありがとうございます。日ごろ私ども研

究所の調査に当たりましては、各方面の方々か

らいろんな形で御協力をいただいて、今現在、

活動しておるところでございます。改めまして

この場をおかりしてお礼を申し上げたいと思い

ます。

通常、私、外に出てお話しするときは、ほと

んど任意団体の方々からの招請でお話しさせて

いただいているんですけれども、きょうは証人

喚問のような席に座らせていただきまして、ふ

だんすぐ口が滑るんですけれども、きょうはく

れぐれも滑らないように、事務局の方が議事録

をとるとおっしゃるものですから、困ったなと

思いまして、ちょっと緊張をいたしております

が、事務局の方に再度確認しますけれども、私

の話は何時まででしょうか。

○外山 衛委員長 トータルで質疑を含めて１

時間ちょっとという感じでしょうか。

○田阪常務理事 では、極力スピードを上げま

して45分ぐらいまでに終わればよろしいでしょ

うか。

お手元のほうにレジュメは特に用意してない

んですけれども、サブテーマとして資料をその

下にくっつけております。きょう追加資料とい

うことで１枚、県の統計課の資料ですけれど

も、お渡ししておりますので、それをごらんい

ただきながら進めていきたいと思います。御依

頼のあった県内経済の概況ということですの

で、それにあわせた形でお話をさせていただき

まして、最後に、非常に難しい質問をいただき

まして、産業活性化へ向けてのお話、これは過

去から現在まである意味では言い尽くされてき

た問題ではないかなと個人的には思っておりま

す。後はそれがどういう形で実現性のあるもの

になっていくかということですので、ちょっと

抽象的な話になろうかと思いますが、私、個人

的な考えを二、三述べさせていただいて終わり

にしたいと思います。

まず、サブテーマに沿ってお話しさせていた

だきますけれども、ごくごく直近の話題としま

して、今まさに格差の問題が言われているわけ

ですけれども、私どもの生活実感との兼ね合

い、その辺も含めて、つい先般、金融資産の話

が出ておりまして、1,555兆円ということで、こ

とし６月、過去最高値を更新したと。つい３年
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ぐらい前までは1,400兆円という話でずっと聞い

ていたんですけれども、ついに1,555兆円。どこ

にそんな金融資産があるのかと、自分の懐と兼

ね合いながら見てみますと、ここの中にも1,555

兆円の一部を持っていらっしゃる方がたくさん

いらっしゃるようにお見受けするんですけれど

も、どうも実感としてはぴんとこない。宮崎に

もお金持ちの方いっぱいいらっしゃいますが、

都市部に行けば、多分２けたぐらい違うお金持

ちがいっぱいいらっしゃるんだろうということ

ではないかと思います。

それともう一つ、先月ですけれども、厚生労

働省のほうから、2005年時点の所得再分配調査

というのが出ております。ごらんになった方も

おありになろうと思いますけれども、実はこれ

は３年に１回調査をしておりまして、所得の格

差、いわゆる分布状態、偏差値といいますか、

分布状態がどのようになっているかということ

で、ちなみに３年前の2002年を振り返ってみま

すと、ジニ係数というのがございます。分布を

あらわす係数、ゼロから１までではかるんです

けれども、これが0.49台、ゼロから１のちょう

ど真ん中ぐらいだったということで、そのとき

の再分配後のジニ係数が0.38台ということ

で、0.5というのは大体４分の１の方が４分の３

の所得をとっているという状態なんですけれど

も、これが先月、2005年の数字が出まして、調

整前の数字で0.53台になっております。これは

何を意味するかといいますと、学者の説により

ますと、大体0.5を過ぎると非常に大きな社会問

題としていろんなことが出てくると言われてい

ます。これがボーダーラインでございます。そ

れが0.53台になってきております。分配後の、

調整後の数字を見ますとやはり0.38台で、わず

かに上昇をしている状況でございます。社会保

障も含めました、税金、交付金もそうですけれ

ども、そういう調整後の数字でやっと0.38台を

キープしているというのが現状でございます。

こういう今、問題になっている格差の話も後ほ

ど若干触れますけれども、そういう記事がここ

１～２カ月の間に出てきておりましたので、御

紹介をさせていただきたいと思います。

県内の経済を語る中で、世界経済、日本経済

を度外視して宮崎経済は成り立つということは

もちろんないわけですので、若干国内の状況に

ついてお話しさせていただきますと、資料①を

ごらんになってお聞きいただければいいと思い

ますけれども、まず全般的な状況、今までの流

れといいますか、その辺をお話しさせていただ

きます。資料①のほうは、横軸に時間軸をとっ

ておりますので、右側のところが現在の景気の

状況でございます。いざなぎを超えて今６年目

に入っているわけですけれども、その状況がこ

のグラフでございます。真ん中あたりに年度別

にその時々のトピックを上げさせていただいて

おります。下のほうに過去の景気の長さを上げ

させていただいています。

グラフの右側のほうの状況を説明させていた

だきますと、４～５年前になりますか、政府が

やっと景気回復宣言を出したんですけれども、

そのときも、実感なき景気回復宣言ということ

で各評論家の方も、私もそうですけれども、そ

ういう感じが非常に強くしたところでございま

す。それから、案の定といいますか、足踏み状

態に入って、かなりの時間を経過して踊り場脱

却宣言ということで現在まで至っておるわけで

ございます。

政府見通しについても、2006年、昨年度のＧ

ＤＰのほうも３回下方修正をされて、ようやく

実質で1.9、名目で1.5ということで落ちつきそ



- 4 -

うでございます。まだ確定値は出ておりませ

ん。そして、2007年度、今年度、今、走ってい

るわけですけれども、年初に出した政府見通し

が実質で2.0、名目で2.2ということで、実

は2007年度には名目が上がっていますので、デ

フレ脱却ができるんではないかというところで

ございましたけれども、つい先月、またまた修

正が加わりまして、実質、名目とも2.1というこ

とで、結局、政府は２年、デフレ脱却を先送り

というのが現状でございます。民間予測のほう

も、そういう流れで来ております。今月出まし

た内閣府の月例経済報告のほうも、回復基調で

はあるが、弱くなったということで下方修正を

したばかりでございます。これは10カ月ぶりの

下方修正ということでございます。

景気を見る場合に経済指標というのが、あり

とあらゆる指標がありまして、多分どれを見て

いいのか全くわからないと。プラスもあればマ

イナスもあるということで、そういうことで一

番私たちが注目してわかりやすい経済指標は、

景気の方向性を見る景気動向指数というのがご

ざいますが、これは30の経済指標をバスケット

にしまして、方向性を見るわけですけれども、

直近でまだ７月の数字しか出ておりませんが、

つい先週でしたか、改訂値が出まして、ボーダ

ーラインが50％なんですけれども、それが70と

いうことで、４カ月連続して50を超えてきてい

るということで、景気は上向きであるというの

がこの動向指数でございます。ただ、ちょっと

さかのぼりますと、ことしの１月から３月まで

３カ月続けて50を割っていまして、ある面、一

進一退の状況もうかがえると。特に先行指数を

見ますと、６月、７月と50を上回ってよかった

んですけれども、５月までは実は７カ月連続

で50％を割っているという状況でございます。

もう一つ、景気の強さを見る変化率、前期と

比べて、前年と比べてどうだったかという、方

向性ではなく強さを見る景気合成指数というの

がございます。これは余り新聞紙上にも出ない

んですけれども、実はバブル時代のちょうど強

い時期と余り変わらないほど変化率は高いとい

うことで、つまり何が言えるかといいますと、

足元は非常に強いと。これは全国の話ですけれ

ども、ただ、先行き、特にアメリカから変な風

が吹いてきたということもありますけれども、

非常に先行き不透明な状況が今続いているとい

うのが現状でございます。

それともう一つ、今のは経済指標ということ

で数字その他から見たわけですけれども、実際

に企業の方、個人の方がどういう感覚で、皮膚

感覚も含めてどういうふうにとらえていらっ

しゃるのかという、指標とは別に企業から見た

のは日銀短観だと思います。日本銀行が出して

いる短期経済予測なんですけれども、これは四

半期ベースですので６月までしか出ておりませ

ん。多分、月が明けましたら９月期の数字が出

ると思います。ぜひ注目をいただきたいんです

が、６月の数字を申し上げますと、一番注目さ

れる大企業の製造業というところでプラス23と

いうことで、横ばいではありますが、非常に強

い数字が出ております。ですから、企業の短観

ベースでいきますと非常に強い数字が出ておる

んですけれども、先ほども申し上げましたよう

に、アメリカからの変な風が吹いてきていると

いうことでちょっと先行き不透明感が出て、景

気の拡大も緩やかなペースになるんではないか

という気がしております。

個人のほうの皮膚感覚はどうかということ

で、街角景気と通常言いますけれども、景気ウ

ォッチャー調査というのを毎月やっておりま
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す。実はこれも５段階で評価して50を真ん中に

持ってくるわけですけれども、ことしの３月に

久々に50を上回りました。ただ、４月以降ま

た50を割ってきておりまして、庶民感覚として

は盛り上がりに欠ける状況が今も続いていると

いうことでございます。これは実際に2,000人ぐ

らいのいろんな、例えばデパートの店員さんと

かタクシーの運転手さんとか、そういう方を対

象にモニターとして調査しておりますので、結

構、時系列で見ていくと庶民感覚の実態がつか

めるんではないかという気がしております。

もう一つ、金融市場の話を若干触れたいと思

いますけれども、ここ最近いろんな事情で株、

金利、為替がちょっと従来よりも変動率が上

がって、通常ボラティリティーといいますけれ

ども、変動率が上がってちょっと振れておりま

す。為替もきょう朝の数字が114円台ですか、株

も3,000円下がって1,000円戻した状態、金利も

１回、２％タッチして、また1.5を切って、ま

た1.6になっているということで、振れが従来よ

りは大きくなっているということが言えると思

います。

一つだけ為替の話をさせていただきますと、

短期金融市場で有名なエコノミストの加藤さん

という方がいらっしゃるんですけれども、その

方が小学校６年生のときに埋めたタイムカプセ

ルの話が先般、どこ新聞か忘れましたが、出て

おりました。今回そのタイムカプセルを掘り起

こしたそうです。その中に新聞が入っていまし

て、一面トップに出ていた数字、30年前ですか

ら1977年ですけれども、一面トップの記事が

「円急騰、最高値を更新」ということで、その

ときの為替レート、多分わからないと思います

けれども、実は最高値更新で253円ということ

で、今の為替の2.何倍あるわけです。そのとき

にかなり大騒ぎをした。その８年後には例のプ

ラザ合意で1985年、要するにドル安誘導で日本

の経済がぶっつぶれるんじゃないかと言われ

て、最終的には80円切ったわけですけれども、

そのころに比べますと、253円で大騒ぎをしてい

たというのが30年前、くしくもその30年前は、

きのう日本の政治のトップになられた方のお父

さんが当時の総理か大蔵大臣かされていた時代

でございます。30年たつと世の中の景色も変わ

るなという印象がございます。

金利の話については、昨年７月に量的緩和が

解除されて、１回ゼロ金利が解除されて0.25

と、ことしの２月に倍になって0.5％ということ

で２回引き上げがあったわけです。本来であれ

ば、先月もしくは今月に３回目の引き上げがさ

れるであろうと思われていたわけです。３月ま

でにもう１回引き上げて、今の日銀のトップで

ある福井総裁が３月に任期が切れますので、置

き土産で２回引き上げて、無事花道を引き揚げ

ていくというのがシナリオだったんですが、完

璧にそのシナリオが壊れてしまったというのが

今の現状でございます。

時間の関係もありますので、次に、本題であ

ります県内景気のほうのお話をさせていただき

ますと、これは追加でお渡ししました資料をご

らんいただきながら聞いていただきたいんです

けれども、昨年12月末、大体年末に宮崎県の統

計課のほうから「県民経済計算」というのが出

ます。いわゆる県内版ＧＤＰみたいなものです

けれども、これが大体１年半おくれでタイムラ

グがあるんですけれども、１年半おくれで出ま

すので、2004年度、平成16年度の数字が出てお

りまして、県内総生産という場合は、御存じだ

と思いますけれども、あくまでも生産産出額で

はありません。付加価値ベースの数字でござい
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ます。県内の産業活動等によって生まれた、県

内で発生した付加価値の合計ということですの

で、ちょっとその辺でとめておきますが、その

数字が名目で３兆5,900億、ここに書いてござい

ます。実質で、これは物価等の変動を考慮した

数字ですが、３兆8,000億ということで、それぞ

れの増加率が0.4、1.7となっております。ここ

で注目すべきといいますか、産業別の動向はど

うなっているのかということですけれども、ご

らんいただきますように、実は増加率等見ます

と、農業の強い宮崎県としては非常に喜ばしい

ことだと思いますけれども、第１次産業の中で

も農業が孤軍奮闘しているのが図表４というと

ころでおわかりになると思います。

これを若干説明させていただきたいと思いま

すけれども、まず第１次産業、金額のところは

省略いたしますが、構成比のところの16年度を

見ていただきたいんですが、第１次産業が5.3と

いうことでございます。意外と少ないなという

イメージだと思います。これが全国では1.7でご

ざいます。その中で農業が4.3となっておりま

す。全国が1.4でございます。第２次産業が22.6

になっておりますが、ここが本県の一番の弱点

であると従来から言われているわけですけれど

も、全国が27.5という数字が出ております。そ

のうちの製造業、本県1 3 . 9に対して全国

は21.0、一番大きな課題の中の一つであります

建設業、8.6、意外と少ないなという気がします

が、全国は6.4でございます。何年かさかのぼり

ますと建設業も２けたに乗っていた時代もござ

います。実は付加価値ベースの数字でいきます

と、その次の第３次産業が74.7、大半が、４分

の３は第３次産業が占めているわけです。全国

では70.1ということで、やはり第３次産業が県

内総生産を支えている。ずっと見ていただきま

すとわかるように、卸小売が12.5、例えばサー

ビス業に至っては22.5ということで、製造業を

はるかに大きくオーバーしているということで

ございます。もう一つ特徴的なのは、政府サー

ビスという、要するに行政サービス、社会保障

等含めましたこれが本県は13.3、全国は9.4とい

うことで、産業構造的には全国と比べて、いい

か悪いかは別としまして、バランス的には

ちょっと全国とは違うと。そういうことを含め

た特化係数とかいうのもございますが、１を超

えるか超えないかという数字ですが、特に農業

は３を超えております。そういうのが本県にお

ける産業別の顕著な特徴をあらわしていると思

われます。詳細につきましては、16年版の「宮

崎県民経済計算」という分厚い本がございま

す。多分ごらんになっていると思いますけれど

も、これを１ページから最終ページまで読むの

はなかなか難儀ですけれども、必要なところだ

けでもつまみ食いしながら、一回目を通される

と、非常にわかりやすく県のほうで作成されて

おりますので、県の宣伝するわけではないんで

すけれども、ぜひごらんになっていただければ

と思います。

それでは、県内の概況につきましては、お手

元にお配りしています調査月報の９月号の23ペ

ージ、これについては中身は今回は時間の都合

で省略させていただきますけれども、県内経済

の動きを毎月、月を追いながら、その時々のト

ピックを入れながら解説をしております。一口

で言いますと、プラスマイナスまざっていまし

て、県内については一進一退の状況が続いてい

るということがこれをごらんになればおわかり

になろうかと思います。詳細は、申しわけない

んですけれども、省略をさせていただきます。

国内と同じように私どもも四半期ベースで企
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業動向を調査いたしております。県内中小零細

から大手まで約600社の企業にアンケートを出し

て約300数十社、50数％回答を四半期ごとにいた

だいているわけですけれども、2007年の景気見

通しを昨年12月にお尋ねしたんですけれども、

そのときは、改善傾向といいますか、横ばいが

ふえて悪化が減ってきております。「悪化する

であろう」というのが30％未満になってきてお

ります。それから、「宮崎県内の景気について

どう思われますか」というところでいつもお聞

きしているんですけれども、これは資料②をご

らんいただきたいと思います。６月期の調査の

結果でございまして、県内景気について経営者

の方がどう見ておられるかという、資料②の右

下の棒グラフですけれども、これが50前後にお

さまってきております。これが４～５年前は90

数％の方が「悪い」というふうに答えられてお

りました。現在、一たん50を切ったんですが、

またちょっと逆戻りして50台に突入してきてい

るというのが現状でございます。

日銀短観と同様に、各企業経営者の方に会社

の状況をお聞きしている業況判断指数、次の資

料③-1をごらんいただきたいんですけれども、

業況判断指数（ディフュージョン・インデック

ス）といいますが、このＤＩの推移、実は４～

５年前はマイナス30台でした。直近調査でやっ

と１けたになったんですけれども、ここ２～３

期連続またちょっと悪くなってきつつありま

す。これは皆様方の景況感とほぼ同じようなイ

メージではないかなと思います。

ここでごらんいただきたいのは、真ん中の表

１ですけれども、これが業種別、大くくりな業

種別ですけれども、それと従業員、資本金の規

模別ですね。これを見ていただけば一目瞭然、

全体で６月期でマイナス28、９月期を今集計中

でございますが、これが大体マイナス19になる

予測でございます。製造業を見ていただきます

とマイナス７ということでゼロに近づいてい

る。次が問題ですが、建設業がマイナス51、前

期から20ポイント悪化、卸小売・サービス業も

やはり悪化を示しております。従業員別、資本

金別も、見ていただくとわかりますように、や

はり規模の小さいところが苦戦をされていると

いうのがこの表でございます。

今のところで、産業別の大くくりな状況は御

理解をいただけたと思いますけれども、これを

次の資料③-2を参考までにごらんいただくとい

いんですけれども、これは格差データの一つで

私どもがつくったグラフです。日銀のＤＩと私

どもが出しているＤＩとの格差グラフというこ

とで、ごらんいただければよくおわかりになる

とおり、常に全国のＤＩを下回っていると。も

ちろん宮崎だけではないんですけれども、こう

いうのが地方の現状ではないかという気がして

おります。

同じく県内の家計から見た調査も２つほど

やっておりまして、半年に１回、ボーナスアン

ケート調査をやっておりますが、資料④を見て

いただくとおわかりになりますように、生活状

況ＤＩというのは、「よくなった」「変わらな

い」「悪くなった」という差し引きですけれど

も、グラフが右肩上がりでずっとここ数年来て

おります。ということは、改善傾向にはあると

いうことです。ただ、ごらんいただけばわかり

ますように、グラフの頂点がゼロでございま

す。ということはまだマイナスということです

ね。

もう一つ、家計調査というのをやっておりま

して、これも参考までにごらんいただきたいん

ですけれども、調査月報の７ページをごらんい
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ただきたいと思います。第14回のアンケート調

査ということで概要は７ページに書いてありま

す。

次の８ページをごらんいただきたいんです

が、中ほどに図２がございます。これが家計支

出ＤＩで、１年前と比べて支出がふえました

か、減りましたかということですが、全体の数

字が青で引いている線ですけれども、やはりふ

えてはおります。ただ、問題は中身なんですけ

れども、９ページの上のグラフをごらんいただ

ければわかりますように、増加した項目、減少

した項目ということで、やはりふえている主な

要因は毎日の食費、これは減った要因にも入っ

ておりますが、子供の教育費、この辺にお金が

要っているので、豊かになったからふえたとい

うことでもないということでございます。

こういうことで私どものアンケート調査から

うかがえることは、個人も企業経営者の方、企

業についても確かに改善はしてきております。

これは数字を見れば間違いなくそういう数字が

出ております。ただ、先ほども申し上げました

ように、ＤＩ、判断指数がまだマイナス、要す

るに水面下にいるということで、薄明かりは見

える状態なんですけれども、まだ完全に太陽の

光が当たってないというのが現状でございま

す。太陽の光が直接肌に触れるまではまだ宮崎

経済というのはもう少し時間がかかるのではな

いかというふうに私、個人的には考えておりま

す。政局もなくうまく、禅譲かどうか知りませ

んが、昨日体制も固まりましたので、ぜひそう

いう方向になるような形でいっていただければ

と思ってはおります。

県内景気の見通しですけれども、御存じのと

おり、６年連続の減額予算ということで、特に

先ほども業種別のＤＩをごらんになったよう

に、公的部門に比重が高い業種についてはます

ます苦しい状況が続いていくだろうということ

は言えます。

もう一つ、資料⑤-1と⑤-2をごらんいただき

たいんですけれども、毎年３月に翌年度の短期

経済予測を私どもの研究所で出しておりまし

て、４月号のコピーです。今年度、実質ベース

で1.3を予測しております。これは全国との経済

成長率の伸びの対比グラフですけれども、全国

をここ何年か下回って推移しております。⑤-2

ですが、表１というのがございます。これをご

らんいただきますとわかりますように、実質成

長率にどの程度各項目が寄与しているのかとい

うことですけれども、表の真ん中、2007年度の

予測というところですが、ほぼ消費も行政支出

も民間投資、設備、住宅等も含めてプラスで予

想していますが、やはり公的固定資本形成、い

わゆる公共部門のところですが、ここが全体の

成長率の足を引っ張っているということでござ

います。ことしも、そろそろ来月、再来月あた

りから予測の基礎調査に入るわけですけれど

も、多分これと同じような形におさまるんじゃ

ないかという気がしております。

県内の現状と近い将来の見通しについては以

上で終わりたいと思います。

後、時間をちょっといただきまして、サブテ

ーマの最後になります活性化の問題、非常に難

しいテーマではございますが、思うところを

二、三お話しさせていただきます。決め手はな

いというのが私も、もちろん皆様方もそう思っ

ていらっしゃるんでしょうけれども、過去何回

となく同じテーマで繰り返し議論をし尽くされ

たテーマでもあります。では、これからどうな

のかということですが、課題というふうにとら

えるのか、問題点というふうにとらえるのか、
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期待というふうにとらえるのかですけれども、

新知事誕生後９カ月になるわけですけれども、

今回のマニフェスト、今ちょうど同友会のほう

でも地域振興の委員会でマニフェスト研究を

やっているわけですが、具体的な数字も上がっ

ていますので、本県の産業活性化のキーポイン

トは、３年後のマニフェストがどうなっている

かを見ればそのままそれでいいのではないか。

非常に無責任なような話になりますけれども、

ただ、マニフェストというのはある種の実行計

画でございますので、私も民間企業出身ですの

で、ＰＤＣＡについては常に何十年とやってき

たわけですが、マニフェストに沿ってそのとお

り実行しましたというのであれば、多分そう難

しい問題ではないのかなと。よく言われるよう

に、ＰＤＣＡの最後のところですけれども、本

当に実行に伴う成果が目に見える形でもしくは

肌に感じる形で出たのかどうか、そこを３年後

に検証できればというのが多くの方が思ってい

らっしゃることではないかと思います。実行す

るのはある程度頑張ればできますけれども、そ

れに対する成果、結果が果たして定量的にはか

れるのか。定量的ではないにしても、肌身では

かれる部分が出てきているのかどうか、そこに

尽きるのではないかと思います。

例えば一つ例を申し上げますと、マニフェス

トに沿って出されました「新みやざき創造計

画」の中に100社１万人雇用のお話が出ておりま

す。宮崎日日新聞さんもマニフェストシリーズ

で特集を組んでおられましたが、その中にも出

ていたわけですけれども、その中の話とし

て、100社はできるだろうと。過去平均すれば25

社ですから、４年ですので、できない数字では

ない。ただ、１万人という数字は果たしてどう

なのかなと。100社で１社100人ですね。宮崎に

立地をお願いして来てもらえる企業の平均で100

人の雇用が果たして可能なのかどうか、これは

いろいろ議論のあるところだと思います。でも

平均100人はちょっと難しいのかなと。では、ど

の統計をもって１万人とするのか、100社は100

社、１万人は切り離して、全産業で１万人の雇

用確保とするのか。やめた人はカウントしない

のか。純増１万人なのか。仮に純増１万人とい

うと、宮崎県内の雇用環境を考えれば物すごい

数字になります。純増で考えればですね。これ

はちょっと現実的ではないのかなという気がし

ます。ですから、どの統計をもってしてその１

万人をカウントしていくのかというところも見

ていかないといけないのかなという気がしてお

ります。

先ほど産業別の動向を見ましたけれども、全

国との産業別格差について、どう今から考えて

いけばいいのか。格差ということは非常にマイ

ナスイメージが強うございまして、単なる違い

というふうにとらえると、もう少し柔軟な考え

方ができるのではないかという気もしておりま

す。産業構造格差は、はっきり言ってなくなり

ません。これは私の考えです。人の集まるとこ

ろにお金も集まるし、お金の集まるところに人

も集まるわけです。これは日本だけじゃなくて

世界のどの都市も地方も一緒なわけで、これを

なくすということはまず不可能なわけで、もち

ろん違いをなくす格差というのは補正をしてい

かないといけない。ジニ係数が0.5を超えると大

きな社会問題になると申し上げましたけれど

も、そこの部分はやはり国、地方自治体の政策

として補正をしていかないといけない部分であ

ろうかと思いますけれども、違いということで

考えれば、付加価値ベースで構成が５ある農業

の部分というのは、やはり農業経済という言葉
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があるとすれば、そこを宮崎はつついていかな

いといけないんじゃないかと思います。農業と

いうのは産出額ベースでは3,000数百億あるわけ

ですので、農業に油も使う、輸送もある、もち

ろん原料を買って出荷する、そこで加工メーカ

ーもある、店頭にらんで消費者が買う、めぐり

めぐったそういう数字を全部を足していけば相

当な数字になるわけです。観光も一緒なんです

けれども、そういうことで確かに格差というの

はあるんですけれども、第２次産業を全国並み

に引き上げていくというのはなかなか難しい。

ですから、強みのところをやはり生かしてい

く。もちろんこれは議員の方、当然今までも考

えてこられたことだと思いますけれども、そこ

の部分により強く光を当てていくというのも宮

崎の場合は必要ではないのかなという気がして

おります。

それと行政の方がいらっしゃる中で申し上げ

にくいことなんですが、時間を２～３分オーバ

ーさせていただきますが、行政認識と現場認

識、いわゆる民間認識の違いといいますか、こ

こは、今まさに新知事のもとで事業仕分けも含

めて実行されているところでございますが、ど

こまで本当の民間のニーズが、例えば補助金事

業にしてもどこまでニーズが酌み取られてその

事業が進んでいるのかというところの再チェッ

クはぜひしていただきたいなと。これはまさに

議員の皆様方の、変な話ですが、お仕事でもあ

るんじゃないかなという気がしております。

それと最低限の社会資本整備、東九州のほう

はやっと明かりが見えてきたわけですけれど

も、でき上がってから考えるんではなくて、そ

れこそきょうの宮日新聞にも出ておりました

が、女性の会が知事に陳情されておりましたと

おり、道路ができるまでにみんなが各分野でで

きることをこの数年間のうちにやっておかなけ

れば、できてからでは当然遅いということでご

ざいます。

地方分権の方向性の問題とか、道州制も含め

て、私が個人的に思っているのは、道州制とい

うのは多分まだ先の話だなというイメージです

が、国家が今、財政破綻しておりますので、実

質破綻の状態ですね、ですから、意外とそちら

のほうから道州制が早くなる可能性が否定でき

ないのかなと。そのときに、本県の30ある市町

村はどうなるのかなと。首長さんを中心に本当

に日夜頭をひねられておられるだろうと想像し

ますけれども、この30が道州制になったときに

生き残れる保証は何もないわけですので、ここ

も早目早目の手を一般県民も含めて打っていか

ないといけないのかなという気がしておりま

す。

あと１分間時間をいただきまして、雇用の創

出というきょうの委員会でもあるんですが、雇

用の創出については、行政のやるべきことはど

こまでなのかということをどこかで線引きをす

る必要もあるのかなと。すべてに口出ししてい

いのかと。というのが、その裏返しには、企業

の社会的な責任、責任を貢献というふうに読み

かえてもいいと思いますが、企業の社会的貢

献、責任は２つしかないと思います。よく言わ

れるように納税、税金を払うことと雇用です。

この２つだと思います。現実には、バブルのこ

ろは半分の企業が税金を納めていましたけれど

も、今は７～８割の企業が赤字企業で税金を納

めてないということです。ということは社会的

責任を果たしてないということです。ただ、そ

の中で雇用が継続されておれば、雇用を通じて

税金も国庫ないし県の金庫の中に入っているわ

けですから、それはそれでいいのかなという気
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がしますが、この２つを企業の社会的責任、貢

献として企業自身が自助努力をすることがまず

第一であって、行政はあくまでも黒子で、前に

出過ぎないようにするのがいいのかなという気

がいたしております。

最後、取りとめのないような話になって申し

わけなかったんですが、いずれにしても、日本

の景気全体がよくならなければ宮崎の景気だけ

よくなることはあり得ませんので、かぎとなる

のはやはり家計といいますか、ＧＤＰの６割は

個人消費ですから、個人が潤わなければ最終的

には回り回って企業も潤わないということです

ので、宮崎は54％ぐらい消費が占めていますけ

れども、家計の復活、これに尽きるのではない

かと思います。

取りとめもなく終わりまして申しわけないん

ですが、これで終わらせていただきます。

○外山 衛委員長 ありがとうございました。

では、委員の方から質疑等ございましたらお

願いします。

○福田委員 今、常務さんのほうから、宮崎県

の経済活動の構成比、資料をいただきました

が、農林水産業のシェアというのは数字ではわ

ずかなんですね。別添の資料でいただきまし

た。第１次産業で5.3で、全国ベースでいきます

と1.7とおっしゃいましたかね。私もいつも考え

ておるんですが、ピーク時が3,300億ぐらい、現

在では3,100億ぐらいですね、農業分野では。

○田阪常務理事 産業産出額ですね。

○福田委員 御説明いただきましたように、こ

の金額であればそんな大きな影響はないんです

が、実際、付加価値ベースで見た場合、宮崎県

から経済活動として出る場合、どれくらいの金

額がカウントできるものか、知りたいんです。

○田阪常務理事 いわゆる周辺への波及です

か。

○福田委員 そうです。例えば宮崎の中央卸売

市場で250億円の野菜が年間取り扱われていま

す。果実も一部入っていますが、これが流通ベ

ースに乗った場合にどれくらいの波及効果で付

加価値がつくのか、その辺をシンクタンクであ

る常務さんのところで調べていただいておるの

かなと思うんですが。

○田阪常務理事 その辺の数字は県のほうで、

どこまでというある程度の制約はあると思いま

すけれども、もしかしたら資料はあるかもわか

りません。今、委員がおっしゃったような詳細

なのは別としまして、波及という、どこまでを

カウントするかというのが非常に難しいんで

す。産業連関表を数年置きにつくっていらっ

しゃいますので、その辺からたぐっていけば出

てくるのかなと思いますけれども、今、私の手

元で例えば中央市場からどうなっているかとい

うのはわかりません。

○福田委員 農業に関係されている企業は多い

んですが、3,100億の中身は、主たるとして畜産

と野菜ですね。特に畜産の場合は付加価値をつ

ける企業は多いですね。ブロイラー産業、食肉

産業ですね。この辺から見ると、かなりの数字

に付加価値がついて膨らんでおるから、宮崎県

の経済浮揚には第１次産業の農業の振興が大事

だということを力説されたと思うんですが、そ

ういうふうに解釈をしてよろしいんでしょうか

ね。

○田阪常務理事 付加価値というのは中間投入

を差し引いた数字ですので、まさに付加価値が

県内総生産なんです。それと波及していく部分

というのはちょっと意味合いが違うということ

ですね。

○福田委員 この数字には、１次からいわゆる
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卸小売・サービス産業へ数字が転換していく場

合がありますね。

○田阪常務理事 それは当然最終的には消費と

いうことで、だから、ＧＤＰといいますか、生

産を見る場合は、生産、分配、支出という、三

面等価というんですけれども、３つの角度から

見て、これは同値なんです。生産ベースで見

る、支出ベースで見るということもあるわけで

すね。その辺の話になってくるとややこしく

なってくるんですけれども、申しわけないで

す。

○福田委員 最終としては、数字だけの5.3より

もかなり大きな県経済への影響力があるから、

振興しなくてはいけないというのが結論です

ね。

○田阪常務理事 そういうことです。

○福田委員 わかりました。

○長友委員 関連するわけですけれども、最近

雑誌を見ておりましたら、極東の島国の日本が

世界第２の経済大国になったと。例えば鉄鋼な

んかの原料でいきますと、１トン当たりが１万

円ですけれども、これを鉄板に加工すれば、そ

れが数十万円になる。そしてまた、自動車に加

工したら100万円の付加価値を生み出すというこ

とで、日本の将来というのはやっぱりそういう

付加価値をつける工業というか、そこらあたり

で生き残るしかないという話がずっとあってい

るわけです。宮崎県の経済を見たときに、産業

構造の構成からいきますと、第１次産業、第２

次産業、第３次で２次が弱いと。先ほど説明を

聞きますと、その２次の部分を強くするという

のはなかなか大変だろうと、歴史的な流れとか

いろんな状況からですね。第１次、ここにやは

り力を少しは注ぐべきじゃないだろうかという

お話もあって、今、福田委員の話とも重なって

くるわけですけれども、第１次産業に付加価値

をどうやってつけていくかということと、それ

と第２次産業への産業構造の変化といいます

か、ここらあたりが本当にできないのか、その

辺についてお尋ねしたいと思うんです。

○田阪常務理事 まず、構造変化については先

ほども申し上げたとおりなんですが、例えば第

２次産業、0.7を0.8にすることは可能かもわか

りませんが、ただ全国が１としたときに、宮崎

が1.2とか1.3になるかというと、これは近い将

来、近い未来でも無理だと思います。0.8にする

努力は今もやっているわけですね。100社１万人

ということもやっているわけです。それはそれ

でやっていかざるを得ないと思います。

それと付加価値をつけるというので、私は毎

月いろんな経営者の方、シリーズ物でこの中に

も上げているんですけれども、毎月１回訪問し

てインタビューしているんですが、その中で、

大体３分の１ぐらいが農に関係される方なんで

すけれども、実際に個別に個社別に回ってみる

と、物すごく頭を使われて頑張っている中小の

経営者の方、いっぱいいらっしゃいます。例え

ば農に関して見れば、生産を委託したり、自分

でつくったりして、収穫して、それを１次プレ

カットして、まさに付加価値をつけて出荷して

いく。そのままではなくて付加価値をつけて出

荷するという形をとられたり、これはいろんな

工夫をされてやっておられますので、実際生き

るか死ぬかは民間経営者の方ですから、何だか

んだ周りが言ったって、最後は助けてくれない

わけですから、経営者の方は周りが思っている

以上に一生懸命されていますというのが私の実

感です。

○長友委員 ということは、とりあえず宮崎県

の特色であるといいますか、農業あたりという
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のはまだ今後力を入れていかなくちゃいけない

という方向で考えておいていいんですか。

○田阪常務理事 そうですね。法律も変わって

株式会社化もできるようになりましたし、農業

法人、どんどんふえてきていますので。すべて

がうまくいくとは、保証のほどではないんです

けれども、やはりそういう流れではあるという

ことです。

○外山三博委員 先ほど最後の後段のところで

今の宮崎の企業、７～８割が赤字だという…。

○田阪常務理事 全国ベースでしかとらえてな

いんですが。

○外山三博委員 宮崎の企業で、私も経理事務

所あたりからよく聞くんです。黒字の企業は非

常に少ないと。税務署は全部わかっておるんで

しょうが、宮崎の企業の実態、赤字企業がどの

くらいあるか、おわかりだったら教えていただ

きたいんです。

○田阪常務理事 データは今、持ってきており

ませんので、もしよろしければ事務局を通じて

でも調べてお渡しはできると思いますけど。

○外山三博委員 いつの時代、幾ら景気がいい

ときでも、経営者のレベルが悪い、経営のやり

方が悪くて赤字になる企業というのは絶対ある

と思うんです。それが１割か２割か、場合に

よってはどういう時代でも３割ぐらい赤字かも

わかりませんが、宮崎の実態が、赤字企業が５

割以上あるということになれば、今の社会が景

気のいい分野の企業、それから大企業あたりが

利益を出しておっても、宮崎は中小企業、零細

が多いわけですから、そこ辺の実態が、赤字企

業が非常に多いということは気になるという

か、本当に宮崎の経済実態が悪いんだなという

ことになるものですから、どうなんですかね、

どのくらいの赤字企業があるというか、どこ辺

まで許容できるんでしょうかね。

○田阪常務理事 ちょっとお話ししましたけれ

ども、これも私も新聞記事等での知識しかない

んですけれども、裏をできればとりたいと思う

んですけれども、私の記憶ではバブルのころで

５割と言っていましたから、これについてもデ

ータ調べまして、これは近日中に御報告させて

いただきます。

○十屋委員 １点だけお尋ねしたいんですが、

県の政策として企業誘致する場合に、自動車産

業のすそ野が広いとよく使われますね。この資

料を見せていただければ、先ほど言われたよう

に、強い分野にもっと光を当てて、そこの付加

価値を上げていったほうがいいんじゃないかと

いうお話だったと思うんですが、現実問題とし

て、高速道路の問題とかいろいろありますけれ

ども、宮崎県内の、以前県北の延岡のほうの鉄

工団地など回らせていただいたんですが、技術

力の差とか、いろんなものがまだまだ育ってな

いところもあると思うんです。そうしたときに

果たして、先ほどおっしゃいましたが、第２次

産業の中で0.1ポイント上げることは可能ですけ

ど、それより以上に全国並みにするのは大変難

しいだろうというお話なんですが、現実として

自動車産業が、電子デバイスでも何でもいいん

ですが、こちらの県内に企業誘致する場合、実

際可能なのかどうかというのが、夢と理想は

持っておかなきゃいけないと思うんですが、数

値からいくとどうなんでしょうか。

○田阪常務理事 あのときちょっと言い漏れし

たんですけれども、まず、実際に誘致するのは

各市町村ですね。県と市町村との連携、これは

常に県のほうも市町村のほうも考えていらっ

しゃると思うんですけれども、そこを本当にう

まくすり合わせをしながら当然やっていただい
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ていると思うんですが、それが一つと、あとは

人なんですね。まさにおっしゃったように、行

くと決めたけど、行ってみたら人がいなかった

と、企業の思う人がいなかったということにな

らないようにやはりしておかないといけない。

具体的にどういう手を打っていくかというの

は、今も手を打っていらっしゃるわけですけれ

ども、やっぱり人の問題が最後にはくっついて

くるのかなという気がします。御質問の意味と

ちょっと回答が違うかもわかりませんが、難し

いというのは私、個人的には非常に思っていま

す。仮に東九州に１本線が通ったとしても、そ

れをもって全国を超えるような1.幾らの２次産

業に持っていくのは、やっぱり現実的ではない

のかなという気がします。

○十屋委員 そういう意味で県内の鉄工業だけ

をとらえてお話ししますと、元気のいいところ

は、県内の仕事ではなくて県外の仕事がほとん

どなんです。そうしたときに技術力がレベル

アップしていくんでしょうけど、遠い距離にあ

る、福岡と宮崎の距離感がありますので、そう

いう自動車産業のすそ野が宮崎までおりてくる

のかなと、よく言われるように大分まで来てい

るんだからもう少しだよという話があるんです

が、そのあたり実感としてどういうふうにとら

えられているか。

○田阪常務理事 現実には、御存じだと思いま

すけれども、結構関連企業というのは数十社あ

るんです。それをもっとふやしていくというの

は、条件は今からよくなっていくということを

考えれば、それなりの効果は出てくるのかなと

いう気がしますけれども、最後はやっぱり人。

○山下委員 きょうの話の中でいろいろいい話

をお聞きしたんですが、やはり農業が第１次産

業で頑張ってくれていると、そういう話をいた

だいて、本当にありがたいなと。宮崎県という

のは食料自給率が220％ぐらいと言われておりま

すから、どうしても都心に向けて物を運ぼうと

すれば距離感というのでコストが高くついてし

まう。先ほど御説明いただいた追資の１の中で

も、農業は全国1.8の中で5.3だよという指標が

出ていますが、製造業で、第２次産業なんです

が、全国27.5という中で22.6ということは、農

産物を加工して都心に向けて物を売っていこう

というときに、どうしても物流コスト、これが

我々農家、そして１次加工して売る加工業の人

たち、宮崎県の経済も大きな問題を抱えている

ような気がいたすんですが、私も市議会時代に

都城で、農業の売り上げに対しての経済効果が

どれほどあるのかということをいろいろ調査し

たことがあったんですが、合併いたしまして、

１市４町、農業の売り上げが600億を超えたと思

うんですが、それに対して経済効果は3,000億と

いうことの答弁を出していただいたんですが、

５倍ですね、それぐらいの経済効果ということ

を言われておりますが、今後、農業というのが

高齢化、そして農家の若手の就農というのが非

常に厳しくなる中で、何とか手を打たないと、

２次産業まで影響が出てくるような気がいたす

ものですら、その辺のお考えをお聞きしたいと

思うんですが。

○田阪常務理事 それについては私も常々ずっ

と前から申し上げていることがあるんですけれ

ども、もともとこの統計のとり方、１次産業、

２次産業、３次産業の区分けのやり方、これが

時代にそぐわなくなっていると思うんです。私

は、農業は１次産業というくくりはおかしいん

じゃないかといつも言っているんです。ただ、

統計ですので、急にぽっと変えるというわけに

いかないものですから、この１次、２次、３次
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産業の統計手法を変えていくというのは至難の

わざ、すぐすぐ５年、10年でできるはずがない

んですけれども、単純に１次、２次、３次とい

うくくりで我々が余り振り回されないようにし

ないといけないのかなと。農業はまさに製造業

というふうに考えてもいいのかなという気が常

々しております。今のお答えになっているかど

うかわかりませんけど。

○山下委員 まさしく県内、全国でもそうなん

ですけれども、ただ農業の将来的な問題だけを

議論されておりまして、それを加工している業

界の人たち、ここまで農業・農村の今の現状と

いうのが認識されてないような気がするんで

す。もうちょっとトータル的に産業の……とい

うのをちゃんといろんなことで話ができたらい

いがなと、理解ができたらいいがなと思うんで

すけれども、ぜひそこ辺の啓蒙もよろしくお願

いしたいと思います。

○田阪常務理事 それにつきましては、今まさ

に農業についての調査レポートを研究員に書か

せております。年内発表できるかどうかちょっ

とわからないんですが、これもただ農業法人を

中心としたレポートになろうかと思いますの

で、でき上がったときはぜひごらんいただけれ

ばと思います。

○鳥飼委員 ２～３点お尋ねしたいと思うんで

すけど、先ほどおっしゃられたことで、企業の

社会的責任ということで納税と雇用だというふ

うに言われたんですけど、一連の国といいます

か、東京などの流れを見ると、株主本位とかそ

ういうような議論の中で経営者の意識という

か、変わってきているのかなというような感じ

もするんですけど、しかし、また揺り戻しが来

ているのかなという感じもしますが、今どんな

ふうに見ておられるんでしょうか。

○田阪常務理事 地球規模的といいますか、グ

ローバルの波をどっぷりとかぶってしまってい

るのも事実だと思います。ＣＳＲと言われる企

業の社会的責任、私は、責任というか貢献とい

う意味合いも強いと思うんですが、それと株主

重視の経営というものは、それを並べて考える

必要はないのかなという気がしております。企

業経営者が考えるときに、社会的な責任、ＣＳ

Ｒというものは株主に対するそういうものとは

また別個なものじゃないかなという思いがして

おりますので、これだけ社会的な、悪く言えば

批判、批評がすぐわき起こる中で、経営者の方

々は物すごく今、神経質になって、ポーズなの

か本音なのかは別として、それを果たそうと努

力をせざるを得ない時代になってきたというの

が実情じゃないかなと思います。

○鳥飼委員 ずっと県で企業誘致をしますね。

その際、僕らとしては正規雇用をふやしてほし

いという思いがあって、ところが、実際はなか

なか正規雇用ではないという実態があるんで

す。企業誘致をするにしても、１億とか２億と

かいろんな補助を出すとか、今度の、先ほど言

われた中では50億円ですか、500人の常用という

ような条件がついていたので、かなりの困難性

があるんじゃないかという議論があるんですけ

れども、宮崎の場合は豊富な人材と土地もあ

る。ただ、言われたように高速道路がないとい

う物流の面でのマイナス面があるという中で、

正規雇用をどれだけ位置づけていくのか、中野

議員が部長時代にもいろいろやりとりをして、

そんなことを言ってもなかなか難しいんですわ

と、来てもらうということでですね、そこら辺

で県が果たす役割といいますか、どれだけ雇用

の場をふやしていくのか、大きなものだと思う

んですけれども、言ってもせんないことなんで
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しょうかね。そこ辺はどうなんでしょうか。

○田阪常務理事 まず、十数年前から始まった

３つの過剰のリストラの中で、企業も血を流し

ながら、個人も血を流しながら、やってきたわ

けです。そこから立ち直ってきたわけですけれ

ども、それはそれとしてよかったのかもわかり

ませんけれども、そこで何が変化したかという

と、労働分配率がぐっと下がってきたんです。

手元にデータがないから正確な数字は申し上げ

られませんが、多分、一時期70切ったんじゃな

いかと思うんです。それが現在、一応底を打っ

て、そこからほとんど労働分配率、上がってな

いんです。これがさっき言った正規雇用の問題

にもつながっていくんでしょうけれども、もう

一つ大きな問題としては、先般、決まりました

けれども、最低賃金、本当にあれが最低なのか

と。常識的に考えて、もちろん労使双方の言い

分があるから、私も形式上は経済側におります

人間だから余り変なことを言うとまずいんです

けれども、本当にあの最低賃金というのは最低

賃金なのかという問題と、労働分配率の問題、

これが今後どういう動きをしていくのか、非常

に私は興味を持って見ております。宮崎の場合

は付加価値ベースで74％ぐらいの第３次産業の

比率があるわけですね。例えばいろんなファス

トフード店なんか多分正規雇用は１人で、あ

と10人、20人いる人たちは全部非正規雇用だと

思います。３次産業が全国より比べて多いとい

うことは、全国３分の１が非正規と言われてい

ますが、宮崎の実数、私、今つかんでないんで

すが、多分この構成比からいくともっと多いの

かなと。これはまさに国の施策まで、上までい

かないと、正規を半分雇用する義務があります

よと法律でもできれば別ですけど、できなけれ

ばなかなか……。今、大手企業を中心に正規へ

の転換が人手確保ということでされていますけ

れども、私から見ればあれは一部の現象だなと

いう気がしております。

○鳥飼委員 最後にお尋ねしますけど、宮崎の

場合、いろいろとお話ございましたけど、農業

というのが一つありますが、総生産で3,200

～3,300億ぐらいで、農業と観光かなという話を

今までしてきたんですけど、産業構造からする

と２次、３次、非常に少ないというようなこと

で、田阪先生が見られるところ、宮崎県は何で

食っていくのかと、何で生活をしていくという

ことで、僕らも含めて努力をしていけばいいの

かということでのサジェスチョンなりをいただ

ければと思います。

○田阪常務理事 非常に難しい御質問ですが、

またこれも繰り返しになりますが、今の個人消

費の伸びというのは、結構悪いと言われながら

底がたい動きをしているんですけど、実は物

じゃないんですよね。サービス消費が伸びてい

るわけですね。ということは頭の隅に置いてこ

れからの施策も考えていかないといけないのか

なと。物はみんな持っているわけですね。古く

なれば買いかえますけれども、実はサービス消

費がふえているということで、しかも、そのサ

ービス業の第３次産業の比率が高い宮崎におい

ては、そこのところにも手を打っていかないと

いけないのかなと。ちょっと答えになりません

けれども、農業につい目が行ってしまうんです

けれども、４分の３はサービス産業なんです。

第３次産業なんです。ここを見なくして宮崎県

の経済は見れないなという気がしております。

○権藤委員 いろいろと分析の資料等が後ろの

ほうにも30ページぐらいから添付されておりま

して、私どもは一般の人とお話をするときに、

非常に景気が悪い悪いと言ってきたんですが、
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今はいいほうなんですというふうに思っている

し、そうなんですが、先ほど来のお話のよう

に、法人がもうかって個人は所得が下がってい

るかもしれんとか、いろいろ問題はあると思う

んです。そういう中で、本県のこういうデータ

も見てみますと、生産面とか農畜産物とかそう

いうものはあるんですが、こういうデータ整理

をずっと専門的にしてこられて、個人の消費と

か生活とか、そういう面からの分析……今は全

体が上がっているから個人の格差みたいなのが

少し見逃されて、本当はもっと厳しいんじゃな

いかなと。例えばここのデータの中でも、個人

所得は37ページでいくと宮崎市の場合というや

つがあるんですけれども、かなり下がっている

んですね。これは全国も下がっているんです

が、ほかの面ではいかにも景気がよくなったよ

うな気がするんですが、これで悪くなったらど

うなるのかなという気が一面しているんです

が、中央からよくなるときは半年とか１年おく

れるとかあるんですが、下り始めたという傾向

はまだ今のところは出てないんでしょうか。

○田阪常務理事 中央へタイムラグが半年とか

１年とか言われた時代はもう大昔の話でして、

今はそういうのは余り法則が当てはまらない時

代になっています。先ほど言われたことに対し

てまた同じことの繰り返しになりますけれど

も、所得の問題についてもやっぱり労働分配率

が国の調査ではっきりと下に来て、やっと底を

打ったというところですので、そこが動き出さ

ないとなかなか所得はふえない、全体としてみ

れば。昔のように80近くまで分配率が上がって

いくということはまず当面はないということは

はっきり言えます。

○権藤委員 そうしますと、今の状態でかなり

身構えてないと、もう60カ月とか一番長くトー

タルとして来ているので、全体が悪くなり始め

たら、結構今よりもっと厳しい生活を個人は強

いられるというふうに覚悟しておかないかんの

かなと。

○前屋敷委員 個人所得の問題なんですけれど

も、先ほどお話しになられましたＧＤＰの６割

は個人消費ということで、家計が潤わないと経

済も発展しないということはそのとおりだとい

うふうに思うんです。今、第３次産業が、まさ

にここに青年層がかなり働いているわけで、ワ

ーキングプアもこういうところから生まれてき

て、若者が自立できなかったりするという原因

にもなっているわけです。その大もとは、やは

り国策にも問題があると言われましたが、労働

法制の規制緩和で低賃金で働きやすい形態がつ

くられたということが一つ問題のところと、も

う一つは、安い労働を求めて特に大手は海外に

進出するという問題があったりして、昨日もマ

ツダが中国に工場をつくるというニュースも流

れておりましたけれども、そういう問題も含め

て、話は国の施策につながってくるんですけれ

ども、地方の経済も国の施策と一体不可分だと

いうふうに思うんです。県内でもかなりそれぞ

れの分野で努力もしますけれども、それだけで

は解決できないという大きな課題が今、横た

わっているというふうに思うんです。そういう

点も含めて、地方のほうからそういう国の施策

についてもかなり強いアプローチもしていく必

要が、以前からですけれども、特にこれから先

あるんじゃないかなというふうにも思っている

んですが、その点ではいかがでしょう。

○田阪常務理事 なかなか答えというのはない

んですけれども、大きな意味での労働政策とか

なると、私ごときがどうという話でもないよう

な気もするんですけれども、非正規の社員、そ
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ういう方がふえてきていることは事実ですか

ら、それはそれとして、先ほど申し上げたよう

に法律で縛ってしまうことができないんであれ

ば、外堀、内堀のところで何かガードしてあげ

るといいますか、ここになってくるとまた労使

双方の言い合いになるんでしょうけれども、皆

さん方も経営者の方いらっしゃると思いますけ

れども、最低賃金が宮崎で1,000円になったら

やっていけないよという話は当然出てくるはず

ですし、その辺は県単位でできる話じゃないと

思いますね。大きな国の施策の中で考えていっ

てもらわないと、何か人に預けるような言い方

で申しわけないんですけれども、そこはまさに

労働行政の話であって、ちょっと私の頭では、

知恵では委員に対するお答えは非常に難しいと

いうことですね。

これはちょっと違うかもわかりませんけれど

も、いろんな統計を載せておりますけれども、

統計はあくまでも統計であるということを誤解

のないようにしていただきたい。よく言うんで

すが、統計は推計だということで、全部を把握

しているわけではないということですので、統

計は推計であるということも念頭に置いてデー

タは見ていただきたいと思います。

○長友委員 先ほど十屋委員から出たわけです

が、宮崎県の人的な資源、人材という意味で、

先生は産業経営大学の教授をされていたり、ま

た産業教育審議会の委員をされているというこ

とで教育のことについてちょっとお伺いしたい

のですけど、我々心配するのは、宮崎県の若者

の将来がどういう方向に行けばいいかと。もち

ろん宮崎に企業が来てくれて、それに対応でき

るような能力というのを備えておくということ

も必要だと思うし、ある意味では、その容量が

なければ全国に出ていかざるを得ないと、こう

いうことで、いろんな教育課程の再編等ひっく

るめて今、学校現場もやっているし、産業教育

審議会等でもいろんな話も出ていると思います

けれども、宮崎県の将来を考えたときに、そう

いう教育の方向性というか、果たして今のよう

な状況でいいのかと。私が考えるのでは、とに

かく情報処理能力というのは今の時代は物すご

くたけてないとだめだろうと。だから、一部の

学校とかそういうところで特化してやっている

わけですけれども、それ以上に全体的な底上げ

を図っていかなくちゃいけないんじゃないだろ

うかと。それからまた、国際的に対応できる能

力というのも語学を初めとして相当つけておか

ないと、宮崎県の後世代の人たちが縦横無尽に

生き延びていける場が本当に大変なんじゃない

かと思うんです。教育に関する先生の方向性と

か思いというのがあれば、お聞かせをいただき

たいと思います。

○田阪常務理事 まず、高等教育のほうからお

話ししますと、宮崎だけではないんですが、北

東北も含めて人口減少の一番激しいのが東北３

県と言われていますが、宮崎はまだましなほう

と、その中で高等教育ということを考えます

と、残念ながら宮崎の場合は弱いと。まず、理

工系が宮大に工学部があるだけ、学科も少な

い。社会科学系が産経大に法と経営が２つある

だけで、ほかには全くないということで、残念

ながら、産学官連携と言われながら、別に大学

の方をどうこうと言うんじゃないんですけれど

も、高等教育の部門では宮崎県は弱いと言わざ

るを得ない。こんなことを言うと住吉学長に怒

られそうですけれども、現実に比較検討すれ

ば、それは紛れもない事実で、特に社会科学系

が国公立に１つもない県というのは、多分宮崎

とどこかもう１県ぐらいじゃないかなという気
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がするんですけれども、理学部系もありません

し、それがまず高等教育の中で弱い部分。それ

と産業教育については、既に委員おっしゃられ

た中にありましたように、県の教育委員会が中

心になっていると思うんですけれども、実際に

学科編成等にも着手されていますし、さっき言

われた情報関連も含めて既に動き出されている

はずです。答申も去年たしか出されまして、産

業教育については既に走り出していると思いま

すので、そこら辺に、私はあのとき委員の一人

として参加させていただいて期待をしたところ

でございまして、どうせ子供の数はどこかの時

点までは下がっていく、どこかではとまると思

いますけれども、その中で学校の再編の問題も

既に出てきていますし、学科の編成の問題、だ

から、そこに期待をしたいなと。後は受け皿で

すけれども、これは繰り返し繰り返し申し上げ

ているように、やはり産業構造の質の問題とい

いますか、違いということで、固定した雇用を

確保するにはどうしてもいわゆる２次産業とい

いますか、製造業のところでないと、サービス

産業というのは流動性の激しい職場ですので、

やはりそこは0.7を0.75、0.8に上げていく努力

をして、そこに固定した職場を確保していくし

かないのかなという気がしています。

○星原委員 いろいろお話しいただいて、そう

いう流れの中で、我々この特別委員会は産業活

性化・雇用対策ということで、今、県内抱えて

いる、雇用の面では話に先ほど出ましたが、知

事が100社１万人雇用とうたいはなっています。

一方で今、特に土木建設業なんかの廃業、倒産

あって、今度そこから受け皿としてどういう形

でしていくのか、緊急の課題だと思うんです

が、統計見ると、これなんかではまだ16年です

ので、２年ぐらいおくれている。本当にこれか

ら、ことしの暮れ、来年に向けて非常に厳しい

状況に入っていくんじゃないかなと。そういう

流れを過去いろいろ見られてきている中で、今

後その辺の受け皿的なものをどういうふうにシ

フトしていくか。２次産業という話も出ている

わけですが、２次産業でカバーできるのかどう

かなというふうな感じがいたしているんです

が、見通し、どういう考えでいらっしゃるか、

お聞かせいただきたいと思います。

○田阪常務理事 今、委員おっしゃったのは、

特に土木建築ということなんでしょうけれど

も、確かにおっしゃるように大型倒産とかあれ

ば一遍に失業者ふえますし、非常に厳しい部分

があろうかと思いますが、その中で建設帰農と

かいう言葉もあるように農業に進出される、例

えば介護方面に進出されるとかいう話が来ます

し、実際に見てきているんですけれども、た

だ、今までこの仕事をしていた人があの厳しい

農業の世界に入って簡単にそんなにできるはず

がないというのが実感です。私もしたことがな

いから大きなことは言えないんですけれども、

近場でちょっと見る機会があるんですけれど

も、とても自分にはできないなと。そう簡単に

職種を転換して云々というのは、余り大きな期

待はしないほうがいいなと。ただ、現実にそこ

に入っていらっしゃる、本業を捨ててまでとい

うんじゃなくて、本業プラスサブということで

そういう世界に進出されている建設業の方も

知っていますし、今からしばらくは試行錯誤が

続くのかなと思います、少なくとも農に対する

進出については。いろんな法律も改正になっ

て、やりやすくはなりましたね。農業法人とい

う形で進出されているところもあると聞いてい

ますから、やりやすくはなったんでしょうけれ

ども、そう簡単にいくものではないと。介護に
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手を出そうかと、これもよく皆さん御存じのよ

うに、きのう別な仕事をしていた人が、会社を

丸ごとかえていれば別ですけれども、そうそう

簡単にできる仕事ではないので、答えにはなり

ませんけれども、やっぱり地道にやっていくし

かほかに方法はないのかなと思います。

○星原委員 先ほど話の中でちょっとだけ言わ

れたんですが、行政認識と現場認識の違いみた

いなもの、国のほうの政策もそうなんですが、

県でもそうなんですが、末端の考えと行政が

持ってくる制度的な流れ、その辺が変わってい

かないと、多分効果が半分とか、あるいは３分

の１しか発揮できないんじゃないかと常々思っ

ているんですが、民間に銀行マンとしていらっ

しゃったし、今までいろんな統計とか見られな

がら、みやぎん経済研究所でもいろんなことを

見られてきているわけですが、そういう行政の

認識と現場認識、民間的な認識のその辺につい

てもうちょっと教えていただければありがたい

んですけど。

○田阪常務理事 まさに今、知事主導で見直し

をされているときですので、いい結果を期待し

たいということがまず一つと、中身を詳しく見

ているわけではない、ちらっと見ただけでも、

何か似たような補助事業が縦にずらっと並んで

いるんです。まず、手をつけていかないといけ

ないのはそこじゃないでしょうかね。一つずつ

聞くと、見ると、一つずつ立派な補助事業なん

です。でも、さっと見ると、つい首をひねって

しまう部分があるという、課題はそこら辺では

ないんでしょうか。

○徳重委員 知事も、先ほどから出ているんで

すけれども、100社１万人雇用ということでマニ

フェストにもうたわれておるんですが、有効求

人倍率も一向に好転しないというか、0.5か

ら0.7程度の状況でずっと推移しているわけで、

今後ともこれが急にふえることはあり得ないと

状況から考えるわけです。そうなったときに、

誘致企業、正規雇用云々といういろんな問題も

あるんですが、宮崎県に企業が来るという前提

を考えるときに、やっぱり道路というのが絶対

条件だろうと思うわけです。宮崎県に来られた

方が延岡に行こうとしても３時間もかかる。大

分に行くのに４～５時間かかるという状態で

は、企業の立地は非常に厳しいんじゃないか

と。あるいは港を利用するにしても、これもま

た大変だというようなことになろうかなと思う

んです。私は、宮崎県がこれ以上経済を浮揚す

るということは非常に厳しいと、企業を誘致す

るということも非常に厳しいんだと、こういう

見方をするわけで、高速道路が開通すると、宮

崎県の経済効果、誘発効果というのも5,700億と

いうような数字も統計によると出ているわけで

す。そういったことを考えたときに、宮崎県に

行ってどうなるのかと、企業が宮崎県で成功す

るのかと、事業が成功するのかと考えるとき

に、やっぱりそういった社会資本のおくれとい

うか、道路網のおくれというのが一番大きな原

因ではなかろうかなと思うんです。そこ辺はど

うお考えですか。

○田阪常務理事 その点についてはお話の中で

ちょっと触れさせていただいたと思うんです

が、経済効果がウン千億円というのもあくまで

も試算の試算であって、ウン千億円が目の前に

転がり落ちてくるわけでも何でもない話であっ

て、波及効果という言葉自体が非常にあいまい

な言葉ですので、余り信用なさらないほうがい

いというのが一つと、ちょっと重複しますけれ

ども、できるまでに何ができるのかをとにかく

各分野で考えておく、これしかないんじゃない
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でしょうか。

○徳重委員 私は思うんですが、今度も質問を

させていただいたんだけど、平成26年には開通

するであろうと、道路のことを考えると、その

ことをおっしゃるんですが、あと７年ぐらいか

かるんですね。もう時代は相当進んでいくだろ

うと考えると、非常に心配なんです。宮崎県の

今の景気状況からすると、あるいは今の建設業

の実態やらいろんなことを総合的に考えると、

あと７～８年このままいくんだったらどうなる

だろうかと本当に心配をしているわけで、農業

も非常に厳しい状況になってくるし、経済状

況、本当に大変になってくる、なおなお大変に

なってくるかなという気がしていますが、こう

いう方向だったらいいんじゃないかというよう

な何かございませんか、見通しでいいから。

○田阪常務理事 今後７年というと、今の景気

がどうなっているかもまずわからないし、まず

間違いなく総理大臣はかわっているでしょう。

知事はわかりませんけれども、総理大臣はか

わっていると。なかなかお答えしづらいんです

けれども、今、戦後62年になって大きな景気の

流れの第２波に来ていると思うんです。その中

でまた中波小波が来ますので、そこはそれぞれ

の立場で見ていくしかないのかなと、これぐら

いしかお答えしようがないんですけど、すみま

せん。

○川添委員 事業仕分け委員会のほうで常務、

していただいているんですけれども、今後、県

政の重要な一つの転換になってくると思うんで

すが、私が聞いたところでは、廃止すべき事業

なのに、現実的にはいろいろ享受されている方

もいらっしゃるので、なかなか廃止は難しい、

ほとんどわずかしか廃止できないんではないか

ということを聞いたんですけれども、常務は率

直に、仕分けに携わっていただいて、どの程度

廃止できそうか、お話しできる程度で。

○田阪常務理事 まだ答申も出てない状況で個

別の話をするというのは一委員としての立場を

逸脱するということもございますので、一般論

としてお答えしたいと思います。今までやって

きたことですから、多分そんな簡単に廃止はで

きないでしょう。ただ、中には、十に一つか百

に一つかわかりませんけれども、「えっ、こん

なのが」というのが出てくる可能性はあるん

じゃないかと思います。やっぱり何か理由が

あって始めた事業であるはずですから、そう簡

単に廃止はできない。最終的な決断は知事がさ

れるわけですから、そこである程度えいやの世

界になるかもしれませんし、ならないかもわか

りません。今のお答えについてはその程度です

ね。

○外山 衛委員長 最後ですけれども、１点だ

け、労働分配という話がありましたね。東京の

大手製鉄所ですけれども、47歳で、私の後輩で

すけれども、夏の賞与が500万だったんです。そ

ういう意味では格差がかなりできているなと。

幾ら考えても、47歳で夏の賞与が500万、大手製

鉄会社です。労働の分配は進んでいるんだけれ

ども、格差はあるのかなと思います。時間がな

いんですが、１点だけよろしいですか。今、東

国原現象といいますか、大変にぎわっています

けれども、今後の経済における影響とかを研究

所としてはどういう分析されていますか、忌憚

のない意見を。

○田阪常務理事 それにつきましては、してお

りません。県のほうで出している、いわゆる実

態のない経済波及効果が何百億とかいうことで

すね。ただ、あれはあれで心理的な波及効果と

いうのは物すごく大きいものがあるというのは
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間違いない事実ですから、先ほども申し上げま

したように、波及効果という言葉は非常にあや

ふやな言葉だということはもう一回御理解をい

ただきたい。今後のことにつきましては、確か

に人が10万、15万人と見に来たということも事

実としてあるわけですから、後は、これも繰り

返しになりますけれども、では、そこをどうう

まく利用していくかということで、足引っ張り

じゃなくて、それをうまくどう利用していく

か、どう何かに波及させていく、それこそ波及

という言葉は使いたくないんですが、そこを考

えるのが私たち経済界であり、議員の方じゃな

いかと思います。ですから、経済については今

から出てくるんではないかと思います。具体的

にまだ動き出していませんので。

○外山 衛委員長 では、大変有意義な意見交

換だったと思います。今後、当委員会におきま

しても活動に反映をしていきたいと思っており

ます。

最後になりますが、田阪常務理事の御健勝と

貴財団のますますの発展を祈念申し上げまし

て、本日の意見交換会を終わりたいと思いま

す。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時46分休憩

午前11時47分再開

○外山 衛委員長 委員会を再開いたします。

協議事項１にあります10月10日から12日にか

けての県外調査についてでありますけれども、

前回委員会での一任を受けまして、正副委員長

で協議いたしまして、調査日程案を資料１のと

おり作成しましたので、ごらんください。

簡単に説明します。県外調査の候補地とし

て、10日は島根県奥出雲町にあります植田工務

店を挙げております。建設業から農業分野へ進

出しております植田工務店では、現状と課題等

についてお話を聞きたいと思っております。

11日は、しまね産業支援財団及び在京経営者

会議を挙げております。しまね産業支援財団で

は、財団の実施している事業及び今後の計画等

について御説明を受ける予定としております。

その後、東京へ移動しまして、在京経営者会議

では、本県の産業及び雇用についての課題等に

ついて意見交換会を開催したいと考えていま

す。

なお、12日は、企業誘致アドバイザーの方々

との意見交換会を開催したいと考えています。

以上が日程でありますが、調査日が迫ってお

りますので、皆様から御意見がなければこの行

程案で進めたいと思いますが、いかがでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛委員長 そのように決定いたしま

す。

若干の変更がある場合には、正副委員長に御

一任をいただきたいと思います。

○山下委員 11日の夜は在京経営者との懇親会

とかそういうことは計画できないんですか。会

議だけですか。

○外山 衛委員長 そこまでは考えてないです

ね。先方がかなり忙しい人ばかり集まるので、

よほど前もって言っておかないと。打診してみ

てもいいと思いますが、厳しいですね。

後ほど出欠につきましては書記が確認いたし

ますので、よろしくお願いいたします。

○星原委員 日程の中で、時間のとり方なんだ

けど、最後の１時間ぐらいしかないですね。在

京のほうも忙しい方で１時間しかとれなかった

のかどうか、せっかく東京まで行って１時間ぐ
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らいで済ませていいのかなという、もうちょっ

と30分ぐらい延ばしておくぐらいはないと。も

し時間がとれるんなら少し時間を延ばしておい

て、早く終わったときは終わる分にはいいけ

ど、最初からこんな１時間の中でというと何と

なく窮屈な、せっかく行って。

○外山 衛委員長 そういうように申し入れま

す。

次に、協議事項２でありますが、県南調査で

ございます。前回の委員会で10月30日から31日

にかけて実施することが決定しましたので、資

料２をごらんください。前回台風の影響で中止

になりましたので、そこを挙げております。お

おむねこの案で実施したいと思いますが、特に

問題ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛委員長 では、そのように決定をい

たします。

協議事項３でありますが、10月閉会中に開催

されます次回委員会は県南調査を実施いたしま

す。11月定例会中の委員会での説明、資料要求

等について何か御意見等ございましたらちょう

だいしたいと思います。

○福田委員 先ほどシンクタンクの常務がおっ

しゃった3,200～3,300億の、いわゆるそれくら

いの推計値、これ今まで議会で何回も質問が過

去ずっと出ましたけれども、出てないんです、

推計値。例えば先ほど常務の説明の中で、項目

が全部移動していくんです。１次産業から、今

度はブロイラー食肉加工なんかになりますと第

２次産業に来まして、流通になりますと第３

次、来ますね。その辺で推計値と、どれぐらい

の雇用を賄っているかということを見らんと、

１次産業だけで賄っている人間というのはわず

かです。１次産業と建設業が雇用している人間

は宮崎県ではほぼ同じなんです。その両方が

今、困っているわけですから、その推計値を見

てみましょうや、資料があれば。私は見たこと

がないけど、ないだろうな。

○外山 衛委員長 事務局のほうで検討してみ

ますね。

そのほか何かございますでしょうか。

○鳥飼委員 離職に関する調査の資料をいただ

いたんですけれども、これは前回のときに出た

んでしたかね。16年６月、16年の調査分だけ出

ているんですけれども、余り意味がないよう

な、どうせ調査をしているならば、３年か５年

か、まとまった資料をいただければわかりやす

い。

○外山 衛委員長 書記のほうから再度申し入

れます。

では、その他もございませんようですから、

次回の委員会は10月30日でございます。１泊２

日の県南調査を実施しますので、こちらも御参

加をよろしくお願いします。その前に県外調査

のほうも御参加をよろしくお願い申し上げま

す。

では、以上で本日の委員会を終了いたしま

す。

午前11時53分閉会


